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研究成果の概要（和文）：本研究は、現代日本の集合住宅管理に着眼して、まず(1)現在、問題の原因だと見なされて
いる「二重の老い（建物の老朽化と所有者・居住者の高齢化）」以上に、所有者自身を管理の主体とする法制度そのも
のが問題を生起し複雑化させていることを確認した。そのうえで、だからと言って、法制度の変革だけが解決策ではな
く、(2)集合住宅そのものが「療養病床」や「民泊」に分岐する可能性を踏まえた領域横断的な議論が必要であること
を指摘した。さらに、(3)これまでの法制度の下で蓄積されてきた経験知を、本研究が開発したようなワークショップ
ツールを通じて形式化し広汎に共有することによっても乗り越え可能であることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Through this studies, at first we explored the policy-making process in which the 
self-management system has not only been constructed but also seen as social issue for the condominium 
management in post-war Japan.Secondly we pointed out that as the national committee of legal reformation 
of the condominium management we should not guess the abolition of the self-management system as the 
unique resolution, but we shoule pay so enough attention to the possibility of the divergence of 
"dwelling" into "long term care bed" and "vacation rental" that we need to arouse the cross-sectoral and 
interdisciplinary discussion on the housing. Thirdly, for the formalising and sharing of the accumulating 
tacit knowledge of condominium management under the self-management system, we developped the workshop 
tool for the production and sharing of empirical knowledge on the condominium management with the 
stakeholders, especially the staff of the condominium management companies.

研究分野：社会学
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１．研究開始当初の背景
 居住にかんする社会学的研究
Studies 
に活発な展開を見せ、近年は東アジアなどの
事例研究が蓄積されつつある。これに対し日
本では、建築学で平山
Housing Studies 
社会学分野ではほとんど知られていない。し
かし、日本の社会学においても
では、
を吸収しようとする試みがなされ、倉沢
(1990)
研究で
を踏まえたうえで、日本における
Studies 
  
２．研究の目的
 本研究では
(1)Housing 
な対象として分譲マンション
る。そのうえでその
論を経てどう法制度化され、次なる実践と法
制度の相互作用に展開してきたかという分
譲マンション
作用の過程を明らかにする
度のプロセス研究｣（赤川
(2)現に蓄積されつつある実践について実務
家・実践家と共同して言語化・体系化（｢暗
黙知の形式知化｣
うえで、
る学識者の議論に投げかけ、実践と法制度
の相互作用そのものとして構想された
Housing Studies
 
３．研
(1)問題構築と制度のプロセス研究
 国の法制度検討組織
赤川(2012)
ク分析｣の
た、必要に応じ検討組織構成員に対する聞き
取り調査を行った
ンション管理会社が構成する業界団体「
社団法人マンション管理業協会
策立案部局の責任者・担当者に
クし聞き取り調査を行った
 また、同様のフィードバック調査を、
な管理実践で著名なサンシティ管理組合（東
京都板橋区、
同時に、
もあり、先行研究の２次分析的展開を想定し
｢創設時（入居時）｣、｢転機｣、｢現在｣の画期
に合わせ、管理組合の委員会・理事会・総会
の議事録や資料等を入手するとともに
の関係者に聞き取りを行い、双方をあわせて
レトリック分析を行った
 
(2)暗黙知の形式知化
 矢守
害対応における暗黙知を一種のカードゲー
ム形式に編集し、別の現場でのシミュレーシ
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問題が喚起されてきた過程が明らかになっ
法制化によって喚起される問題とは、マ
ンションを管理をめぐる意思決定と執行を

問題に他な

法制度だ
現場の管理実践であることに注目

する必要がある。図２にあるように、多くの
といった
、所有者以外

主体の知識や経験を動員することにより、

自生的に組織化された中間集団 

、多様な立場の研究者と現場
の実践者と共有を図ったのが学会発表①で
あり、その成果をとりまとめたのが雑誌論文

共有された重
」である。

あるように、従来もマンションをとり
消費社会化、少子高齢化、
やマンション自体の変化（建



物の老朽化や陳腐化、居住者・所有者の高齢
化）などは指摘されてきた。
なこと
であり、研究者や制度設計者もその可能性を
見積もる必要があるということである。
 こうした管理実践の
点をもとに、あらためて
の議論や著名な管理実践事例の軌跡を
討しなおしたの
 まず
議論が
と「消費者」の２つに固定化しているために
合意と具体的な制度設計に至ることができ
なかったと分析した。
 それに対し、管理実践事例の再検討にもと
づき、
人びとが
化していった過程を明らかにした。
の変化は、偶然の産物でも
デルにもとづくものでもなく、
ンの管理実践が積み重ねられた時期に全盛
期を迎えた「日本株式会社」
ものだったと
 その根拠として
官僚制化と中間集団の充実を遂げたという
外形的な理由だけでなく、
成員が
小企業経営者
ていた点にも注目した
本的雇用システムが流動化している現在に
おいては、
えられる女性や若年層
組織化が求められることを指摘した。
 次いでこれらの知見を国際的な
Studies
である。
成果を踏まえ
(housing resources
ように、
家族･親族
Voluntary
るのではなく、
時間的な変化
と理論的な提起を行った。
 

  
 そのうえで図３にあるように、本研究で着
目する管理実践事例をもとに、当初構想され

物の老朽化や陳腐化、居住者・所有者の高齢
などは指摘されてきた。
ことは、現場の管理
であり、研究者や制度設計者もその可能性を
見積もる必要があるということである。
こうした管理実践の
点をもとに、あらためて
の議論や著名な管理実践事例の軌跡を
討しなおしたのが雑誌論文③、⑤である。
ず雑誌論文③では、
議論が、管理実践をめぐる主体像を「市民」
と「消費者」の２つに固定化しているために
合意と具体的な制度設計に至ることができ
なかったと分析した。
それに対し、管理実践事例の再検討にもと
づき、当初、研究者が「消費者」と同定した
人びとが実践を重ねるうち
化していった過程を明らかにした。
の変化は、偶然の産物でも
デルにもとづくものでもなく、
ンの管理実践が積み重ねられた時期に全盛
期を迎えた「日本株式会社」
ものだったと結論づけた。
その根拠として
官僚制化と中間集団の充実を遂げたという
外形的な理由だけでなく、
成員が大企業管理職や
小企業経営者とその配偶者たちで占められ
ていた点にも注目した
本的雇用システムが流動化している現在に
おいては、より多様な働き方をしていると考
えられる女性や若年層
組織化が求められることを指摘した。
次いでこれらの知見を国際的な
Studies の文脈に置き直したのが
である。そこでは
成果を踏まえ、
housing resources
ように、(1)政府 State
家族･親族 Informal
Voluntary の４つのセクターのいずれかによ
るのではなく、その混合
時間的な変化(transition
と理論的な提起を行った。

図３ 管理をめぐる混合の変化

そのうえで図３にあるように、本研究で着
目する管理実践事例をもとに、当初構想され

物の老朽化や陳腐化、居住者・所有者の高齢
などは指摘されてきた。しかしより重要
現場の管理実践の組織化や高度化

であり、研究者や制度設計者もその可能性を
見積もる必要があるということである。
こうした管理実践の組織化や高度化の視
点をもとに、あらためて国法制度検討組織で
の議論や著名な管理実践事例の軌跡を

が雑誌論文③、⑤である。
雑誌論文③では、国検討組織における
管理実践をめぐる主体像を「市民」

と「消費者」の２つに固定化しているために
合意と具体的な制度設計に至ることができ
なかったと分析した。 
それに対し、管理実践事例の再検討にもと
当初、研究者が「消費者」と同定した
実践を重ねるうちに「市民」へと変

化していった過程を明らかにした。
の変化は、偶然の産物でも、ある抽象的なモ
デルにもとづくものでもなく、
ンの管理実践が積み重ねられた時期に全盛
期を迎えた「日本株式会社」をモデルとする

結論づけた。 
その根拠として、管理組合の組織が高度な
官僚制化と中間集団の充実を遂げたという
外形的な理由だけでなく、組織の中核的な構
大企業管理職や専門職、
とその配偶者たちで占められ

ていた点にも注目した。その点を踏まえ、
本的雇用システムが流動化している現在に

より多様な働き方をしていると考
えられる女性や若年層を包摂しうる新たな
組織化が求められることを指摘した。
次いでこれらの知見を国際的な
の文脈に置き直したのが
そこでは Housing Studies
、住宅の供給や管理の主体

housing resources)が従来議論されてきた
State、(2)企業
Informal、(4)住民･市民組織
の４つのセクターのいずれかによ
その混合(mixture
transition)に注目すべきだ

と理論的な提起を行った。 

管理をめぐる混合の変化

そのうえで図３にあるように、本研究で着
目する管理実践事例をもとに、当初構想され

物の老朽化や陳腐化、居住者・所有者の高齢
しかしより重要
の組織化や高度化

であり、研究者や制度設計者もその可能性を
見積もる必要があるということである。 

組織化や高度化の視
国法制度検討組織で

の議論や著名な管理実践事例の軌跡を再検
が雑誌論文③、⑤である。
国検討組織における

管理実践をめぐる主体像を「市民」
と「消費者」の２つに固定化しているために
合意と具体的な制度設計に至ることができ

それに対し、管理実践事例の再検討にもと
当初、研究者が「消費者」と同定した

に「市民」へと変
化していった過程を明らかにした。しかもそ

ある抽象的なモ
デルにもとづくものでもなく、そのマンショ
ンの管理実践が積み重ねられた時期に全盛

をモデルとする

、管理組合の組織が高度な
官僚制化と中間集団の充実を遂げたという

組織の中核的な構
専門職、首都東京の中

とその配偶者たちで占められ
その点を踏まえ、

本的雇用システムが流動化している現在に
より多様な働き方をしていると考

を包摂しうる新たな
組織化が求められることを指摘した。 
次いでこれらの知見を国際的な Housing 
の文脈に置き直したのが雑誌論文⑤

Housing Studies の最新の
住宅の供給や管理の主体
従来議論されてきた
企業 Market、
住民･市民組織

の４つのセクターのいずれかによ
mixture)のし方の
に注目すべきだ
  

管理をめぐる混合の変化 

そのうえで図３にあるように、本研究で着
目する管理実践事例をもとに、当初構想され

物の老朽化や陳腐化、居住者・所有者の高齢
しかしより重要
の組織化や高度化

であり、研究者や制度設計者もその可能性を
 

組織化や高度化の視
国法制度検討組織で

再検
が雑誌論文③、⑤である。 
国検討組織における

管理実践をめぐる主体像を「市民」
と「消費者」の２つに固定化しているために、
合意と具体的な制度設計に至ることができ

それに対し、管理実践事例の再検討にもと
当初、研究者が「消費者」と同定した

に「市民」へと変
しかもそ

ある抽象的なモ
そのマンショ

ンの管理実践が積み重ねられた時期に全盛
をモデルとする

、管理組合の組織が高度な
官僚制化と中間集団の充実を遂げたという

組織の中核的な構
首都東京の中

とその配偶者たちで占められ
その点を踏まえ、日

本的雇用システムが流動化している現在に
より多様な働き方をしていると考

を包摂しうる新たな

Housing 
雑誌論文⑤
の最新の

住宅の供給や管理の主体
従来議論されてきた

、(3)
住民･市民組織

の４つのセクターのいずれかによ
のし方の

に注目すべきだ

そのうえで図３にあるように、本研究で着
目する管理実践事例をもとに、当初構想され

ていた、家族･親族による管理を企業が対価
を受けて
府による推奨を受け
に補完された住民・市民組織による形態
(participation
して提示した。
 最後に、
展開を図るべく行ったのが学会発表③であ
る。そこでは図４にあるように、本研究で対
象とした分譲マンション（マンション自治会
的管理）に加え、療養病床と民泊という
な２つの戦略的対象を設定した。
一般的な住宅像である｢終の棲家｣と
間｣とをそれぞれ極限化したものが療養病床
と民泊である点と、
害化・低所得化｣とその含意を先鋭化させて
いる
る２つの傾向性に即して制度的に問題化し
ている点の２つの背景による。

 
 マンション管理の現場に対する観察を踏
まえれば
ローバル化が
制度化された住宅商品である「自治会的に管
理されるマンション」は、
ともない療養病床や民泊に分解してゆく危
険性を抱えている
理をめぐ
管理の法人化」
実に対応するのに不十分である可能性
い。
民泊
は別々の主体によって展開されているもの
の、
蓄積
 
(2)
 管理会社の業界団体に組合・会社双方の管
理実践の経験知が蓄積されていることを踏
まえ、業界団体に所属する管理会社の経験豊
富な実務担当者とともに、管理実践をめぐる
普遍的な
決策の事例を
計３回開催し
式に編集した。

ていた、家族･親族による管理を企業が対価
を受けて(fee)全面的に支援する形態が、政
府による推奨を受け
に補完された住民・市民組織による形態
participation
して提示した。
最後に、Housing Studies
展開を図るべく行ったのが学会発表③であ
る。そこでは図４にあるように、本研究で対
象とした分譲マンション（マンション自治会
的管理）に加え、療養病床と民泊という
な２つの戦略的対象を設定した。
一般的な住宅像である｢終の棲家｣と
間｣とをそれぞれ極限化したものが療養病床
と民泊である点と、
害化・低所得化｣とその含意を先鋭化させて
いる)とグローバル化という現代を特徴づけ
る２つの傾向性に即して制度的に問題化し
ている点の２つの背景による。

図４ 住宅像の現代的な分極化

マンション管理の現場に対する観察を踏
まえれば、高齢化
ローバル化がまだ顕在化
制度化された住宅商品である「自治会的に管
理されるマンション」は、
ともない療養病床や民泊に分解してゆく危
険性を抱えている
理をめぐる諸議論が射程におく
管理の法人化」
実に対応するのに不十分である可能性
い。現在は行政機関や学問領域の
民泊-マンション
は別々の主体によって展開されているもの
の、今後はそれらを横断した議論
蓄積が必要である

(2)暗黙知の形式化
管理会社の業界団体に組合・会社双方の管
理実践の経験知が蓄積されていることを踏
まえ、業界団体に所属する管理会社の経験豊
富な実務担当者とともに、管理実践をめぐる
普遍的な 25 課題を抽出したうえで、そ
決策の事例を討議しあ
計３回開催し、図５のような
式に編集した。

ていた、家族･親族による管理を企業が対価
全面的に支援する形態が、政

府による推奨を受け(honour)
に補完された住民・市民組織による形態
participation)に変化する動態をモデルと
して提示した。 

Housing Studies
展開を図るべく行ったのが学会発表③であ
る。そこでは図４にあるように、本研究で対
象とした分譲マンション（マンション自治会
的管理）に加え、療養病床と民泊という
な２つの戦略的対象を設定した。
一般的な住宅像である｢終の棲家｣と
間｣とをそれぞれ極限化したものが療養病床
と民泊である点と、(2)高齢化
害化・低所得化｣とその含意を先鋭化させて
とグローバル化という現代を特徴づけ

る２つの傾向性に即して制度的に問題化し
ている点の２つの背景による。

住宅像の現代的な分極化

マンション管理の現場に対する観察を踏
高齢化（障害化・低所得化）
まだ顕在化していない時期の

制度化された住宅商品である「自治会的に管
理されるマンション」は、それらの顕在化に
ともない療養病床や民泊に分解してゆく危
険性を抱えている。だとすれば、現在その管
る諸議論が射程におく

管理の法人化」という解決策は、そうした現
実に対応するのに不十分である可能性
現在は行政機関や学問領域の
マンション-療養病床それぞれの議論

は別々の主体によって展開されているもの
今後はそれらを横断した議論
である。 

暗黙知の形式化 
管理会社の業界団体に組合・会社双方の管
理実践の経験知が蓄積されていることを踏
まえ、業界団体に所属する管理会社の経験豊
富な実務担当者とともに、管理実践をめぐる

課題を抽出したうえで、そ
討議しあうワークショップを
、図５のような

式に編集した。 

ていた、家族･親族による管理を企業が対価
全面的に支援する形態が、政
(honour)、企業に部分的

に補完された住民・市民組織による形態
する動態をモデルと

Housing Studies へのより広範な
展開を図るべく行ったのが学会発表③であ
る。そこでは図４にあるように、本研究で対
象とした分譲マンション（マンション自治会
的管理）に加え、療養病床と民泊という
な２つの戦略的対象を設定した。それは、
一般的な住宅像である｢終の棲家｣と｢快適空
間｣とをそれぞれ極限化したものが療養病床

高齢化(図４では｢障
害化・低所得化｣とその含意を先鋭化させて
とグローバル化という現代を特徴づけ

る２つの傾向性に即して制度的に問題化し
ている点の２つの背景による。 
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（障害化・低所得化）
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ともない療養病床や民泊に分解してゆく危
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療養病床それぞれの議論
は別々の主体によって展開されているもの
今後はそれらを横断した議論と実践のお

管理会社の業界団体に組合・会社双方の管
理実践の経験知が蓄積されていることを踏
まえ、業界団体に所属する管理会社の経験豊
富な実務担当者とともに、管理実践をめぐる
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へのより広範な
展開を図るべく行ったのが学会発表③であ
る。そこでは図４にあるように、本研究で対
象とした分譲マンション（マンション自治会
的管理）に加え、療養病床と民泊という新た

は、(1)
｢快適空

間｣とをそれぞれ極限化したものが療養病床
図４では｢障

害化・低所得化｣とその含意を先鋭化させて
とグローバル化という現代を特徴づけ

る２つの傾向性に即して制度的に問題化し
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（障害化・低所得化）やグ
していない時期の

制度化された住宅商品である「自治会的に管
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ともない療養病床や民泊に分解してゆく危
だとすれば、現在その管

「マンション
という解決策は、そうした現

実に対応するのに不十分である可能性が高
壁に遮られ、

療養病床それぞれの議論
は別々の主体によって展開されているもの

と実践のお

管理会社の業界団体に組合・会社双方の管
理実践の経験知が蓄積されていることを踏
まえ、業界団体に所属する管理会社の経験豊
富な実務担当者とともに、管理実践をめぐる

課題を抽出したうえで、その解
うワークショップを
カードゲーム形



図５
 
 編集したカードゲームにもとづいて、管理
会社の
回試行し、
した。ルールについては、
イド上映方式を導入することにより
存の研修システムになじみやすい発題
形式にも対応できることとなった。
ワークショップを重ねる
しやすいようにデジタル・データとしてオー
プンソース化することとした。
 
(3)総括
 Housing Studies
住宅概念を
本の文脈に即
論（国土交通省）から社会福祉学（厚生労働
省）や
府）を横断
えよう。
は、これまで蓄積されてきた経験知を形式化
し多様な主体で共有することの有効性が確
認できたと同時に、そうした
織横断的な構想力の源泉、すなわ住宅におけ
る「変化可能性

図５マンション管理クロスロード（抜粋）

編集したカードゲームにもとづいて、管理
会社の実務者むけのワークショップを計２
回試行し、ゲームのルールや記載内容を更新
した。ルールについては、
イド上映方式を導入することにより
存の研修システムになじみやすい発題
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